
エネルギー起源CO2基礎排出量の算定

（１）燃料の使用

CO2排出量（t-CO2） ＝（燃料の種類ごとに）燃料の使用量（t, kl, 千m3）
× 単位発熱量（GJ/t, GJ/kl, GJ/千m3）
× 単位発熱量当たり排出量（t-C/GJ）
×44/12

（４）他人から供給された電気の使用

CO2排出量（t-CO2） ＝電気の使用量（kWh） × 単位使用量当たり排出量（t-CO2/kWh）
（※前年度の電気の使用量に、前々年度の排出係数を乗じる。）

• 「販売した副生エネルギーの量」に上の算定式を適用して得られた量を、排出量の合計から控除することができる
• 自動車等の移動体は、事業所内のみを走行するもののエネルギー使用量（ガソリン、軽油等）が対象

• 自家発電に伴う排出は、燃料の使用として把握する

CO2排出量（t-CO2） ＝（熱の種類ごとに）熱の使用量（GJ）
×単位使用量当たり排出量（t-CO2/GJ）

（※前年度の電気の使用量に、前々年度の排出係数を乗じる。）

（３）他人から供給された熱の使用

産業用蒸気 ： 0.0654  t-CO2/GJ
蒸気（産業用のものは除く）、温水、冷水 ： 熱供給事業者別係数を使用

（２）都市ガスの使用

CO2排出量（t-CO2） ＝都市ガス使用量（千m3） ×単位使用量当たりの排出量（t-CO2/千m3 ）
（※前年度の電気の使用量に、前々年度の排出係数を乗じる。）

※ 他人に供給した電気又は熱に係るCO2排出量は対象外であり、控除する。

（電気事業の発電所又は熱供給事業の熱供給施設を設置している者は、配分前も記載）
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6.5ガス排出量が3,000tCO2以上となる主な活動量の目安①

6.5ガス排出量が3,000tCO2以上となる主な活動量の目安②

○ 上記の活動は、温対法政省令で定めるもののうち、主なものである。（10，12ﾍﾟｰｼﾞ参照）

○ 対象事業者に該当するかどうかの判定は活動ごとではなく、温室効果ガスごとの合計値で行う。
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エネルギー使用量15kL/年未満の事業所であり、総エネルギー使用量の1%未満の範囲の事業所に

ついては、省エネ法に基づき国に最初に報告する際に用いた値と同じ値を、その年度のエネルギー
使用量として用いることができる。

営業所Ａ、Ｂ、Ｃについては、省エネ法に基づき国に最初に
報告する際に用いた値と同じ値を、その年度のエネルギー
使用量として用いることができる。

エネルギー使用量に係る小規模事業所の扱い

6kl 8kl

19kl

600kl

※ 19kl÷2,040kl＝0.93％＜1％

（例） 総エネルギー使用量 2,040kl

5kl 9kl 12kl

1,400kl

※本社、支店、営業所Ｄ、Ｅについては、毎年度、計測等が必要。

小計：40 ｔ-CO2
※40 tCO2÷4,055 tCO2＝0.99％＜1％

温室効果ガス算定排出量30ｔ未満の事業所であり、当該温室効果ガス算定排出量の1%未満の範囲

の事業所については、温対法に基づき報告する際に算定した前年度の値を、その年度の温室効果ガ
スの排出量として算定できる。

本社

N2O排出量
3,500 tCO2

N2O排出量
500 ｔCO2

N2O排出量
15 ｔCO2

N2O排出量
15 ｔCO2

N2O排出量
5 ｔCO2

N2O排出量
10 ｔCO2

N2O排出量
10 ｔCO2

工場B 工場C 工場D 工場E 工場F工場A

・工場B～Dは、前年度の排出量データを使用可。
・本社、工場A・E・Fは、毎年度算定が必要。
・業種の別は問わない。

（例）企業全体の一酸化二窒素の排出量 4,055  t-CO2

温室効果ガス排出量に係る小規模事業所の扱い
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【オーナー】
○ビル全体のエネルギー使用量からテナントにエネルギー管理権原がある設備のエネルギー使用量を除いた

量について算定する。
・オーナーは下図の「＠－①－②」を算定

※テナントに対し、テナント専用部分のエネルギー使用量について可能な範囲で情報提供することが必要になります。

【テナント】
○エネルギー管理権原の有無に関わらず、テナント専用部の全てのエネルギー使用量について算定する。

・テナントAは下図の「㋑＋①＋㋺」を算定 （㋑㋺はオーナーからテナントに情報提供）
・テナントBは下図の「㋩＋②＋㋥」を算定 （㋩㋥はオーナーからテナントに情報提供）

※実測値を算定することが困難な場合、推計値で報告してもよいこととします。

＜報告対象のイメージ＞

テナントに管理権原
がある設備

テナントの設備

オーナーの設備

WH：電力量計
HP：ヒートポンプ
AC：空調機
PAC：持込型空調機

PAC

パソコン 冷蔵庫
＠電力会社等

ＷＨ、ガスメータ

②

①

②

①

㋑

㋩

㋺

㋥

●補足１
ＰＡＣ、パソコン、冷蔵
庫はテナントが持ち込
んだ設備
●補足２
照明はオーナー所有
の設備
●補足３
＠はビル全体のエネ
ルギー使用量
（オーナーのみ把握）

テナントビルにおけるエネルギー使用量の算定 ①

テナントビルにおけるエネルギー使用量の算定 ②
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関連ウェブサイト  
 

• 条例に基づく地球温暖化対策計画書制度 
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ondanka/0000004635.html 
 

• あいち電子申請・届出システム 
https://www.shinsei.e-aichi.jp/toppage-aichi-t/top/municipalitySelection_initDisplay.action 

 
• 環境省ＨＰ「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」＞

算定・報告方法＞排出係数一覧＞ 
http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc 
 

• 愛知県地球温暖化対策推進条例 
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ondanka/ontaizyourei.html   
 

• あいちの環境 
https://www.pref.aichi.jp/site/kankyo/   
 

  

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ondanka/0000004635.html
https://www.shinsei.e-aichi.jp/toppage-aichi-t/top/municipalitySelection_initDisplay.action
http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/ondanka/ontaizyourei.html
https://www.pref.aichi.jp/site/kankyo/


 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛知県地球温暖化対策推進条例に基づく 

地球温暖化対策計画書等の作成の手引き 

2024 年４月 

愛知県環境局地球温暖化対策課 

〒４６０－８５０１ 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 
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